様式第１－６号
実施体制図
実施体制（補助事業者及び税込み１００万円以上の契約。請負その他委託の形式を問わない。）
	事業者名
	関係
	住所
	金額（税込）
	業務範囲
	清算行為の
有無

	○○
	補助事業者
	東京都・・・
（福島県内）
福島県・・・
	【補助金提案額】
　　　　　円
【うち事業費】
　　　　　円
※算用数字を使用し、円単位で表記。
	※できる限り詳細に記入のこと

	有

	事業者Ａ
	委託先
	東京都・・・
	※算用数字を使用し、円単位で表記。
	※できる限り詳細に記入のこと
	有

	事業者Ｂ未定
	外注先
	〃
	〃
	〃
	有

	事業者Ｃ
	再委託先
	〃
	〃
	〃
	有

	事業者Ｄ未定
	再委託先
	〃
	〃
	〃
	有

	事業者Ｅ
	再々委託先
	〃
	〃
	〃
	有



補助事業者
事業者Ａ
事業者Ｃ
事業者Ｅ
事業者Ｂ未定
事業者Ｄ
委託先
（再委託先）
（再々委託先）








■委託・外注費率
（「委託・外注費の契約金額の総額」÷「事業費」 ×１００により算出した率。）
	％


· 委託・外注費の契約金額の総額：　　　　　　　 円
· 事業費　　　　　　　　　　　： 　　　　　　　円
※委託・外注費の契約金額の総額及び事業費は、税込み１００万円未満の取引も算入した数字。


【実施体制図に記載すべき事項】 
・　補助事業の一部を第三者に委託する場合については、契約先の事業者（税込み１００万円以上の取引に限る）の事業者名、補助事業者との契約関係、住所、契約金額及び業務の範囲
・　第三者の委託先からさらに委託している場合（再委託などを行っている場合で、税込み１００万 円以上の取引に限る）も上記同様に記載のこと。
・　本事業における委託・外注費率

（注１）補助金提案額、委託・外注費の契約金額及び事業費は、補助事業予算総括表における金額に合わせること。（税込み１００万円未満の取引も算入する。）
（注２）本実施体制図に記載された情報は原則経済産業省ホームページで公表する。ただし、特定の者に不当に利益を与え、若しくは不利益を及ぼす具体的なおそれがある場合は、公表時には事業者名（住所、契約金額及び業務の範囲など。）の記載を省略することができる。

